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28審査・支払事業 1 高齢支援課 6,177 6,367 6,873

高額介護サービス給付事業 1 高齢支援課 148,205 142,615 160,695

0802010104 特定入所者介護サービス等給付事業 1 高齢支援課 173,735 176,855 183,030

0802010201

5,361,483

高齢支援課 167,721 163,880介護予防サービス給付事業

0802010103

0802010102 1

0801030201 1 高齢支援課 34,458 26,311認定調査事業

介護サービス給付事業0802010101 1 高齢支援課 4,957,270 5,104,967

0801030101 1 高齢支援課 13,987 12,140 15,093

0801020101 1 高齢支援課 3,243 3,606賦課徴収事業

介護認定審査会事業

4,038

0801010102 1 高齢支援課 18,974 4,471 5,911

0103010219 1 高齢支援課 655介護人材育成定着支援事業 対象

一般事務事業

750

0103010217 1 高齢支援課 4,171 0 4,376

0103010212 2 高齢支援課 1,274 1,030ゲートボール場運営管理事業

高齢者保健福祉計画策定事業

1,072

0103010211 2 高齢支援課 26,075 26,075 25,983

0103010210 2 高齢支援課 3,710 3,249老人いこいの家運営管理事業 対象

シルバー人材センター運営助成事
業

3,185

0103010209 1 高齢支援課 13,850 11,034 12,020

0103010208 1 高齢支援課 289 240老人福祉電話事業

寝たきり高齢者等援護事業

260

0103010207 すべて 高齢支援課 46,662 46,880 46,885

0103010206 1 高齢支援課 19,748 18,153在宅サービス運営事業

高齢者住宅事業 対象

2,120

0103010205 2 高齢支援課 7,898 6,876 6,900

0103010203 2 高齢支援課 4,818 4,111敬老記念事業 対象

老人クラブ助成事業

0103010202 1 高齢支援課 2,651 3,161 3,482

0103010201 1 高齢支援課 53,656 50,409老人保護事業

ひとり暮らし老人等援護事業

1,039,871

0803030102 すべて 地域包括ケア推進課 91,912 108,811包括的支援事業・任意事業 対象

介護保険特別会計繰出金

0803010102 1、3 地域包括ケア推進課 4,640 4,863

平成30年度決算

0103010113 すべて 高齢支援課 991,802 990,894

地域包括ケア推進課 18,132 17,368

0103010139 1、2 地域包括ケア推進課支え合い活動推進支援事業 対象

一般介護予防事業 対象

将来像 2 健幸でともに支え合うまち（「支え合い」の分野）

１．基本情報 30 年度）

施策コード 211 施策名 高齢者の支援

評価対象年度

まちづくりの
基本目標

21 ともに支え合って生活するまち

地域包括ケア推進課/高齢支援課 主担当係
福祉総務係・地域包括支援セン
ター・管理係・介護サービス係・高齢

施策の方向性

高齢者が安心できる暮らしを支援します

高齢者のいきいきとした暮らしを支援します

医療と介護の情報共有、情報交換ができるしくみをつくります

２．施策の方向

10年後の姿

主担当部 健康福祉部 主担当課

担当者 八巻　浩孝 役職 健康福祉部長

関係課 健康推進課

３．構成事業の状況 （単位：千円）

平成31年度予算

4,135

112,995

37,310

4,455

0103010213 1、3 地域包括ケア推進課 699 754地域包括支援センター運営管理事業

介護予防・生活支援サービス事業 対象

No. 施策の方向性 担当課 平成29年度決算

0803020102 1、2

内線 160

医療・介護・予防・生活支援・住まいが一体的に提供される地域包括ケアシステムが構築され、高齢者が住みなれた地域で自分らしく暮らしていま
す。

事務事業名
実行
計画

1,054

19,521

37,650

183,174

5,715

生涯学習スポー
ツ課
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29

30

31

32

33

単
位

単
位

単
位

単
位

0807010101 償還金及び還付金 すべて 高齢支援課 45,109 82,144 8,000

0807020101 一般会計繰出金 すべて 高齢支援課 80,382 70,018 1,000

0803010201 審査・支払事業 1 高齢支援課 442 539 641

0805010101 介護給付費準備基金等積立事業 すべて 高齢支援課 173,557 186,552 200

0803010103 介護予防・生活支援サービス給付事業 対象 1 高齢支援課 141,809 176,211 234,677

抽出方法 市政世論調査（平成29、令和2、5、8年度実施）

④

高齢者が地域で自分らしくいきいきと暮らしている
と思う人の割合

目標値

達成率

％

― ―

60.0

実績値

名称

49.4 ―

―

実績値

名称 シルバー人材センター会員目標就業実人員数 目標値

説明
技能や経験を生かした働く機会の
確保や社会参加の尺度

人 実績値

抽出方法 当該センターの事業報告 達成率

43.9 ―説明

―

38.9 ―

― ―

― ―

700 730 750 830 930

765 758

109.3% 103.8%

70.0

※順調「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が順調に推移している
　 維持「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗に一部課題がある
   停滞「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が遅れている

５．評価（平成30年度実績に対する）

評価基準 評価※ 評価理由

投入財源・成果
（「３．構成事業

の状況」「４．まち
づくり指標」）に対

する評価

総合評価
（成果、投入財源等を
総合的に評価）

維持

　①介護保険事業では、引き続き制度改正に伴うサービ利用者負担割合や施設入所基準・施設
利用負担軽減など各種の介護情報をはじめ、新たに平成29年度からスタートした総合事業の仕組
みなどについてホームページ、広報紙などを活用し周知の徹底と窓口相談等によりサービス利用
の促進、不安解消などに継続して取り組んだ。
　②包括支援センター事業では、各種相談等の対応や平成29年度より取り組んだアウトリーチ事
業を拡大して取り組み、より住みなれた地域で在宅生活、QOLの向上が図られるよう努めてきたほ
か、引き続き脳トレ元気塾など介護予防事業の充実や介護予防マネジメントについても総合事業
と同様順調に移行してきている。
　③認知症対策では、認知症カフェを、引き続き活発に進めている。また、清瀬市医師会や医療機
関等と連携し認知症初期集中支援チームによる認知症の早期発見・早期治療への対応を行うな
ど高齢者の安心できる暮しを推進できている。
　④地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みでは、医療・介護連携推進協議会の委託によ
る効率化を行い、研修会等についても引き続き、市内専門職の協力を得て活発に開催している。
また、「支え合いのしくみづくり事業」による第2層コーディネーターが各包括地区で高齢者の支え
合いについて話し合う2層協議体を立ち上げ活動する中で、新たなサロンや多世代食堂、運動の
場の立ち上げにつながっている。
　⑤社会福祉協議会やシルバー人材センター等、関係団体とも連携した事業展開により、社会参
加の意識啓発、ボランティアの育成、就労意欲の向上などにも繋がってきている。また、清瀬市介
護はじめの一歩研修を開催し、介護人材確保に向けた取り組みを開始した。

③

名称
高齢者が地域で見守られて安心して暮らすことが
できていると思う人の割合

目標値

抽出方法 市政世論調査（平成29、令和2、5、8年度実施）

―

平成30年度 平成31年度指標情報

①

抽出方法 介護保険事業計画策定に係るアンケート等

― ―

②

―

達成率

説明

説明 ％

地域包括ケアシステムの中核機関
であるため

％ 実績値

令和3年度

名称 地域包括支援センターの機能の認知度 目標値

４．まちづくり指標

令和7年度

― ― 60.0 60.0 70.0

平成29年度

達成率

50.0 60.0

総事業費（施策の合計） 6,487,640 6,609,938 6,939,438
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関連する
事務事業名

①

現在の取組
状況

　医師会等と連携し、認知症初期集中支援チームや医療・介護連携推進事業に関係する協議会、専門部会等を設置運営しながら、
医療・介護職の連携強化を図っている。主に医療介護の連携では、在宅医療・介護の連携を強化するための研修会や市民向けの
映画会などを企画開催した。また、専門職からの相談を受ける在宅医療相談窓口を設置している。認知症対策では認知症カフェ運
営事業や認知症ケアパスの作成などに取り組んできた。

令和2年度
以降の取組

　医療介護連携推進事業では、平成30年度から医師会へ委託し、各種の研修会などを開催しており、実施状況を十分検証しながら
引き続き取り組む。

令和2年度
以降の取組

　平成30年4月の制度改正により、地域包括ケアシステムを深化・推進していくため、自立支援と重篤化防止に向けた各種取り組み
（インセンティブの導入）等が保険者に求められており、国の動向に注視し第7期介護保険事業計画等に沿って着実に事業を展開す
る。

関連する
事務事業名

施策を進め
る上での課

題

＜認知症への対応強化及び医療・介護の連携強化＞
　要介護者の増加に伴い、認知症など重篤な疾病患者の増加が見込まれるほか、在宅で安心した生活に向け早期診断・早期治療
などの対応に医療・介護職の連携体制整備等が急務となっている。特に退院以降の在宅支援等がスムーズに行われるよう、専門
職への相談機能の整備充実や、家族介護者などへの支援、啓発など地域の社会資源・人材を活用した取り組みが重要となってい
る。

現在の取組
状況

　健康大学や脳力アップ塾、フレイル、オーラルフレイル予防事業などにより、健康づくりや介護予防に努めている。また、サロン活
動やシルバー人材センター、老人クラブへの支援、生活支援コーディネーターの配置などにより、健康寿命の延伸、社会参加と生き
がいづくり及び支え合いの仕組みづくりを推進している。

②

一般介護予防事業、シルバー人材センター運営助成事業、老人クラブ助成事業、包括的支援事業・任意事業、支え合い活動推進支援事業

包括的支援事業・任意事業（認知症カフェ運営事業、医療・介護連携推進協議会等）

施策を進め
る上での課

題

＜高齢者の社会参加と早期からの健康づくり・介護予防＞
　少子高齢化の進展などから医療・介護などの社会保障経費は、毎年増加し介護保険料など市民や市の財政運営にも影響を及ぼ
している。特に後期高齢者人口の増加傾向が顕著で疾病の重篤化などからもサービス需要が増大することが懸念される。このこと
から高齢者の社会参加や健康づくり・介護予防など早期からの対策が不可欠となっている。

技術革新
の動向

　高度医療をはじめ多機能型携帯電話等による多様
な通信手段及び介護ロボットの技術開発、利用普及な
どが進んできている。

4.施策の必要性を低減す
る

1.施策遂行に役立つ・有利

７．施策を進める上での課題

3.施策の必要性を高める

民間企業・NPO
・市民の動向

　自治会の組織率が低い。
　支え合いの仕組みづくりやNPOによる生活支
援の取り組みが地域で展開されつつある。

1.施策遂行に役立つ・有利

2.施策遂行に不利

※順調「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が順調に推移している
　 維持「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗に一部課題がある
   停滞「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が遅れている

６．施策を取り巻く環境

　地域包括ケアシステムの構築を目指すことにより、高齢者施
策等に関する取り組みの推進に役立つ。介護予防や包括ケア
の効果・推進が見える化されるとともに在宅サービスの利用推
進が期待される。

1.施策遂行に役立つ・有利

評価理由

　当該サービスを提供する必要性がますます高まり、そ
れに伴う介護保険料等への影響、財源が必要となる。ま
た、福祉等の人材育成、確保が急務となる。

　介護サービス人材が不足する一方で、介護サービスや
介護保険料などの被保険者の負担増が見込まれる。ま
た、地域コミュニティの希薄化などから元気な高齢者の
意欲が活かされる地域づくり、就労や介護支援の場で能
力が活かされる方策が求められる。

　高齢者の割合や単身世帯が多いことから、他市以上に
多様な対策が求められている一方、近隣市などと比較す
ると市の介護施設整備率は高く、さらにサービス付き高
齢者住宅なども市内に整備されてきている。また、広域
的に利用可能な特別養護老人ホームも近隣市に整備さ
れるなどサービスの選択肢が拡充してきている。

　疾病の早期治療や重篤化防止により高齢者の寝たきり予防
などに生かされている。要介護高齢者等の安否確認（捜索）や
救急時などの対応にも有効な通信手段等となっており、福祉電
話サービスの費用削減にも繋がる。また、介護職の労力軽減に
も繋がっている。

市民ニーズ
の状況

　高齢化により要支援者等を対象とした介護・医
療・福祉など多様なサービスのニーズと併せ在
宅サービス等の提供体制における専門職や地
域、関係機関が一層連携した取り組み、仕組み
づくりが必要となってくる。

3.施策の必要性を高める

外部要因 状況 外部要因に対する評価

法・制度改正
の動向

　地域包括ケアシステムを令和7年（2025年）を目途に
構築することや介護保険制度運営にインセンティブが
導入された。医療・介護報酬の同時改正などから在宅
サービスの評価、方向性が高まってきた。

他自治体
との比較

　多摩26市の中で高齢化率が高い。

4.施策の必要性を低減す
る

将来人口
の推移

　高齢者人口が増加する一方生産年齢人口は
減少する。

2.施策遂行に不利

その他

　高齢化が進み、支え合いの基盤となる自治会の組織率
が低いため、新たな担い手の発掘が難しい。一方、元気
な高齢者の能力が発揮される場となる他、行政のみでは
手の届かないきめ細かな支援の一助となる等、全体での
行政サービス費用や、介護保険料の上昇抑制にも繋が
る。

3.施策の必要性を高める

3
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　市内事業所の状況確認や他市の取り組みを参考に、安定的なサービス確保に向け、供給体制の整備など事業者と連携し検討す
る。

③

施策を進め
る上での課

題

＜高齢者の見守り・生活支援及び要介護・介助者への支援等＞
　一人暮らしや高齢者のみ世帯の増加とともに認知症等の増加も見込まれる中、いつまでも地域で安心して住み続けられる支え合
い、見守り等の「互助」による支援体制を構築することが課題となっている。また、アンケート調査結果でも「家族の介護負担軽減」の
施策要望が最も高くなっている。

包括的支援事業・任意事業

　高齢者に必要な生活支援ニーズの把握や地域コミュニティを活発化するための施策として１層・2層の生活支援コーディネーターを
積極的に配置し、支え合いの仕組みづくりに努めている。また、地域包括支援センターを中心に関係機関と連携し、家族等への相
談支援をはじめ平成29年度からはアウトリーチ事業などにより地域で孤立しがちな高齢者などへの必要なサービス、見守りに繫げ
る取り組みを強化している。

④

　平成29年度から要支援者の介護予防サービス（訪問介護・通所介護）は、介護予防・生活支援サービス事業（総合事業）に移行し
対象者も従前の要支援認定者のほか簡易な基本チェックリストによる判定方法も導入された。緩和した基準によるサービスなど多
様なサービスの充実が求められているが、提供体制が進まず、従来相当サービスに集中しているため、従来相当サービスも供給が
追い付かない状況となりつつある。

関連する
事務事業名

介護予防・生活支援サービス事
業（総合事業）

現在の取組
状況

　サービスの安定的確保に向けて市内事業所へ状況の聞き取りをしている。また、多様なサービスの充実に向け、国や都の動向、
他市の取り組み状況等の情報収集を行っている。

令和2年度
以降の取組

関連する
事務事業名

介護予防・生活支援サービス事業 在宅サービス運営事業

令和2年度
以降の取組

  地域コミュニティを活発化するための施策として、平成29年に配置された2層の生活支援コーディネーターが、支え合いの仕組みづ
くりを進める。一方で平成29年度からスタートした80歳以上高齢者アウトリーチ事業及び認知症初期集中支援事業を経て、高齢者
が安心して暮らせる地域づくりに繋げる。

現在の取組
状況

施策を進め
る上での課

題

4



施策評価シート  施策２１２

（

1

2

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

単
位

単
位

3,929

総事業費（施策の合計） 2,564,628 2,676,845 2,643,594

４．まちづくり指標

273,899

106,817

3,2220110060104 2

５．評価（平成30年度実績に対する）

評価基準 評価※ 評価理由

投入財源・成果
（「３．構成事業

の状況」「４．まち
づくり指標」）に対

する評価

0103010804 1 障害福祉課 3,004 3,006

0103010803 すべて

平成31年度予算

81,281

1,976,077

障害者在宅援護事業

0103010802

事務事業名
実行
計画

5,698

1 障害福祉課 1,911,978 1,971,737

障害福祉課 78,538 80,387

平成30年度決算担当課 平成29年度決算

総合評価
（成果、投入財源等を
総合的に評価）

維持

生涯学習スポーツ課 1,542 2,845体育等振興事業 対象

指標情報

　居宅介護等の介護給付事業及び、就労支援・グループホーム等の訓練等給付事業、放課後等
デイサービス等の障害児支援事業等、様々な障害福祉サービスの適切な提供を行った。また、市
の委託により運営している障害者福祉センター及び、子どもの発達支援・交流センター、就労支援
センターの各事業を通して、障害のある方が日々の生活を送る上で、充実した支援を行うことがで
きた。その他、各センターにおけるふくしセンターまつりや発達障害の理解促進に関する講演会の
実施等により、障害のある方に対して、市民の理解が進んだ。
　一方で、市政世論調査では、障害のある方の地域で支えられているという意識が比較的低く、課
題となっている。

① ％ 実績値

令和3年度

名称
障害のある方が地域で支えられていると感じると
思う人の割合

目標値

抽出方法 市政世論調査（平成29、令和2、5、8年度実施） 達成率

説明

令和7年度

―

関係課
地域包括ケア推
進課

生涯学習スポー
ツ課

自立支援給付事業

0103010808 2

0103021001 1

地域生活支援事業

３．構成事業の状況 （単位：千円）

0103010801 すべて 障害福祉課 2,332 2,222障害者福祉総務事業 対象

No. 施策の方向性

まちづくりの
基本目標

21 ともに支え合って生活するまち

障害福祉課 主担当係 庶務係

施策の方向性
障害者（児）の自立した生活を支援します

障害者（児）の社会参加を促進します

２．施策の方向

10年後の姿

主担当部 健康福祉部 主担当課

担当者 小山　利臣 役職 生活・障害福祉担当部長

障害のある人を地域で支える輪が広がり、一人一人の個性と意思が尊重されたまちがつくられているとともに、障害のある人が心豊かにいきいき
と暮らしています。

内線 160

将来像 2 健幸でともに支え合うまち（「支え合い」の分野）

１．基本情報 30 年度）

施策コード 212 施策名 障害者・障害児の支援

評価対象年度

87,906

0103010805 すべて 障害福祉課 270,110 267,195障害者福祉手当等事業

障害者施設運営助成等事業0103010806 すべて 障害福祉課 90,973 88,166

21,542

0103010807 すべて 障害福祉課 98,436 155,519障害者福祉センター運営管理事業 対象

障害者就労支援センター運営管理
事業

対象 障害福祉課 21,542 21,542

83,223

0103010809 すべて 障害福祉課 3,526
障害者計画・第5期障害福祉計画
策定事業

対象

子どもの発達支援・交流センター運
営管理事業

対象 障害福祉課 82,647 84,226

― ― 40.0 50.0

平成29年度

②

名称
障害のある方に対して理解や配慮をしている人
の割合

目標値

抽出方法 市政世論調査（平成29、令和2、5、8年度実施）

―

平成30年度 平成31年度

説明 ％

35.0 35.0

―

―

66.4 66.4

― ―

実績値

― ―

達成率

70.0 75.0

5



施策評価シート  施策２１２

他自治体
との比較

　各自治体の状況は異なり、それぞれニーズに
即したサービスを展開していく。

1.施策遂行に役立つ・有利

将来人口
の推移

　今後、親と障害のある方本人の高齢化が進
む。

3.施策の必要性を高める

民間企業・NPO
・市民の動向

　社会福祉法人や民間企業からの障害福祉
サービス事業への新規参入が見受けられる。

1.施策遂行に役立つ・有利

６．施策を取り巻く環境

　「10年後の姿」を実現するための欠かせない法整備で
ある。

評価理由

　これらのニーズに応える取り組みの必要性を一層高め
る。

　共同生活援助サービス等の利用希望が高まる。

　他市が先行して取り組んでいる事例等は市の潜在的
可能性もあり、新たな事業実施の際、参考にできる。

1.施策遂行に役立つ・有利

　市民からの障害福祉サービスの利用希望に応えるとと
もに、利用者による選択の幅が増す。

市民ニーズ
の状況

　市政世論調査では、「障害のある方が安心して
働ける仕組みの充実」、「相談等の窓口の充
実」、「緊急時等に一時利用のできる施設の充
実」に対するニーズが高まっている。

3.施策の必要性を高める

外部要因 状況 外部要因に対する評価

法・制度改正
の動向

　障害者差別解消条例の施行、障害者総合支
援法の3年後の見直し等が実施された。

施策を進め
る上での課

題

　「10年後の姿」を実現するために、障害のある方の多様なニーズに対して、それに対応する障害福祉サービスは概ね提供できて
いる。今後、公設民営の障害者福祉センターで平成29年度まで実施していた短期入所事業や地域活動支援センター、日中一時支
援等について、他事業所での支障のない事業継続が求められる。また、障害福祉サービスの担い手であるヘルパー不足が顕在化
しており、地域自立支援協議会でもヘルパー確保の必要性が指摘されている。

７．施策を進める上での課題

　障害者福祉サービスの新設及び改正については、第5期障害福祉計画に基づき対応した。報酬改定では、早急な対応が必要なも
のから取り組み、特に放課後等デイサービス事業では、報酬区分の判定のため全利用者と面談を実施するなど半年をかけて対応
した。なお、今般の報酬改定によって一部サービスの基本報酬がマイナス改定されたことで、障害福祉サービス事業所の減収を招
いている。

関連する
事務事業名

自立支援給付事業

①

現在の取組
状況

　障害者差別の解消を効果的に推進するため、地域の様々な関係機関が差別解消の取り組みを主体的に行うネットワークとして
の、障害者差別解消支援地域協議会の設置について検討し、清瀬市地域自立支援協議会の権利擁護部会に併設する形で設置し
た。

関連する
事務事業名

地域生活支援事業 障害者福祉センター運営管理事業

令和2年度
以降の取組

　東京都の障害者差別解消に関する条例の制定を受け、市条例について検討する。

地域生活支援事業

　報酬改定により、障害福祉サービスによっては報酬の減少が発生し、事業継続にも影響を及ぼすために動向を注視し、場合に
よっては東京都等に働きかける。

障害者福祉総務事業

③

施策を進め
る上での課

題

　障害者総合支援法施行3年後の見直しにより、平成30年4月1日に新規サービスの創設と既存サービスの改正が実施されたほ
か、サービスの報酬改定も行われた。これらの適正、着実な対応が求められる。

自立支援給付事業

令和2年度
以降の取組

令和2年度
以降の取組

　多様な障害福祉サービスを必要とする方に提供していく。

関連する
事務事業名

施策を進め
る上での課

題
　障害のある方に対して地域で支える輪を広げ、理解と尊重が生まれるよう、障害者差別解消法の適切な対応が求められる。

障害者福祉総務事業

現在の取組
状況

　障害者福祉センターで終了したサービスについては、民間法人による事業所での利用が進んでいて、ほぼ支障のない事業継続
が図られている。ヘルパー不足については、地域自立支援協議会での提案を受けて同行援護（視覚障害者向け外出支援）ヘル
パー養成研修を開催することとした。

②

現在の取組
状況

6



施策評価シート 施策２１３

（

1

2

3

4

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

243,482

0104010249 2 健康推進課 4,003 3,871未熟児養育対策事業

子ども・子育て支援事業 対象0103020106 1 子育て支援課 261 1,617

0103010108 4 高齢支援課 2,048 2,040 5,052

0103030201 1 生活福祉課 3,853,029 4,027,217生活保護援護事業

福祉関係団体助成事業

3,900,030

0103030102 1 生活福祉課 16,762 17,613 22,410

0103020307 2 生活福祉課 0 0母子緊急一時保護事業

生活保護事務事業 対象

100

0103020305 1 生活福祉課 7,341 11,449 11,170

0103020303 1 生活福祉課 248 184母子及び父子福祉資金貸付事業

ひとり親家庭支援事業

0103020302 2 生活福祉課 26,971 14,526 25,000

0103010131 1 生活福祉課 15,751 31,195生活困窮者自立支援事業 対象

母子生活支援施設等入所措置事
業

0103010124 1 生活福祉課 643 1,323 1,592

0103010123 1 生活福祉課 345 680受験生チャレンジ支援貸付事業

住居確保給付金給付事業

0103010120 1 生活福祉課 26,555 18,580 26,441

0103010105 1 生活福祉課 8,500 3,368福祉資金貸付事業

中国残留邦人等生活支援給付事
業

0103010104 1 生活福祉課 1,174 280 1,684

0103010103 4 生活福祉課 2,234 2,187保護司活動事業

行旅病人・死亡人等取扱事業

0103010122 2 地域包括ケア推進課 17,029 16,515 17,764

0103010114 4 地域包括ケア推進課 6,123 5,783地域福祉総務事業 対象

権利擁護事業 対象

5,676

平成30年度決算

0103010109 4 地域包括ケア推進課 162 78 95

0103010107 すべて 地域包括ケア推進課 48,580 48,580社会福祉協議会運営助成事業

地域福祉推進協議会事業

11,831

0107010203 1 産業振興課 0 0プレミアム付商品券事業

民生・児童委員活動事業

対象

No. 施策の方向性 担当課 平成29年度決算

0103010102 すべて 地域包括ケア推進課 11,703

0105010101 3 産業振興課 5,453

0102011201 2
男女共同参画セン

ター
6,380

小山　利臣 役職 生活・障害福祉担当部長

関係課

将来像 2 健幸でともに支え合うまち（「支え合い」の分野）

１．基本情報 30 年度）

施策コード 213 施策名 生活の安定の確保及び自立・就労支援

評価対象年度

男女共同参画セ
ンター

産業振興課
地域包括ケア推
進課

高齢支援課 健康推進課

5,662男女共同参画センター運営管理事業

ふるさとハローワーク事業

対象

まちづくりの
基本目標

21 ともに支え合って生活するまち

生活福祉課 主担当係 庶務係

施策の方向性

生活困窮者の安定した生活のための支援と自立のための支援を行います

虐待・DV防止と個人の尊厳を守る権利擁護に関する取り組みを行います

就労に関する情報提供や相談支援を行います

みんながともに支え合う地域福祉を推進します

子ども家庭支援
センター

まちづくり課 教育総務課

２．施策の方向

10年後の姿

主担当部 健康福祉部 主担当課

担当者

92,180

48,580

3,421

2,316

0

352

42,795

272

5,869

３．構成事業の状況 （単位：千円）

平成31年度予算

内線 160

さまざまな要因から生活支援が必要な市民が、必要な支援を受けることで、安定して生活し、自立に努めています。

事務事業名
実行
計画

5,810

12,664

4,954

7



施策評価シート 施策２１３

25

26

27

33

28

29

30

31

32

単
位

単
位

―

33.7 ―

―

実績値

―

５．評価（平成30年度実績に対する）

評価基準 評価※ 評価理由

投入財源・成果
（「３．構成事業

の状況」「４．まち
づくり指標」）に対

する評価

総合評価
（成果、投入財源等を
総合的に評価）

維持

　上記①の指標が達成されることは、「10年後の姿」で掲げる「さまざまな要因から生活支援が必
要な市民が、必要な支援を受けることで、安定して生活し、自立に努めている」ことに繋がる。ま
た、「生活保護制度から経済的自立により廃止となった世帯数」の増加や、施策の方向性の4つ目
に掲げる「みんながともに支えあう地域福祉の推進」に資する。
　「地域に相談相手がいる人の割合」や、「いざと言う時頼れる人がいる人の割合」といった指標の
設定については、引き続き検討を要する。
　生活困窮者自立支援事業による成果として、増加傾向にあった生活保護世帯のうち、勤労可能
な世帯（その他世帯）の減少が挙げられる。さらに、平成30年度からは任意事業である家計相談支
援事業、就労準備支援事業を追加したことにより、生活困窮からの脱却の成果が表れつつあり、
社会的、経済的な自立と生活向上が図られてきている。令和元年度からは、新たに生活保護世帯
への金銭管理支援事業と家計改善支援事業（家計相談支援事業から名称変更）を実施し、早期
からの保護脱却を目指すとともに、脱却後のアフターフォローを併せ、切れ目のない総合的な支援
体制を整備することとしている。
　虐待やＤＶについては、男女共同参画センター、児童センター、児童相談所などと連携し適切に
対応することができた。また、地域福祉の増進に向け民生・児童委員との連携や、清瀬市社会福
祉協議会への運営費助成を行うことで、市と両輪の役割を果たしながら地域福祉の向上に努めて
いる。また、生活支援コーデイネーターなどにより各地域で支え合いの仕組みづくりに向けた関係
連絡会の設置運営など具体的な成果にも繋がっている。

45

平成29年度

②

名称
あなたが住んでいる地域で、助け合いや支え合
いができていると思う人の割合

目標値

抽出方法 市政世論調査（平成29、32、35、38年度実施）

73.7%

平成30年度 平成31年度指標情報

①

抽出方法

達成率

達成率

説明

説明 ％

13 28

子育て支援課

人 実績値

未婚の児童扶養手当受給者に対す
る臨時・特別給付金事業

対象

令和3年度

名称
生活困窮者に就労支援を行ったうち就労に結び
ついた人数

目標値

0103020301 2 子ども家庭支援センター 11,618 12,202 12,000

令和7年度

30 38 38 43

37.7 47.1

0 2,938 0

0103020907 子育てクーポン事業 対象 1 子ども家庭支援センター 13,004 21,751 20,673

0103020910 子供食堂推進事業 対象 1、4

1,768

総事業費（施策の合計） 4,191,296 4,362,111 4,382,572

４．まちづくり指標

0103020207 1

ひとり親家庭ホームヘルプサービス
事業

対象

0103020909 子どもの貧困対策事業 1 子ども家庭支援センター

子ども家庭支援センター 0 0 2,160

8,298 7,516

0110010206 奨学資金貸付事業 1 教育総務課 2,160 1,200 1,200

41,839 51,987

0110030205 中学校就学援助事業 対象 1 教育総務課 51,166 43,628 51,235

0110020205 小学校就学援助事業 対象 1 教育総務課

0108040102 市営住宅管理事業 2 まちづくり課

46,787

5,266

― ―

43.3%
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施策評価シート 施策２１３

　平成28年8月から中高年事業団やまて企業組合に委託し、学習支援事業「まなぶる」を実施をしている（平成30年4月からは、きよせ生活相談支
援センター「いっぽ」内で他事業と一体実施）。実施に当たっては進学だけでなく、就職・生きがいなど将来を見据えた学習支援を行っている。また、
保護者の心配事や子供の悩み事にも無料で対応している。対象は生活保護世帯と就学援助世帯が原則で、市の生活保護ケースワーカーを始め
子ども家庭支援センター、民生・児童委員、教育関係者とも連携しサポートを図っている。

　現在の生活保護世帯は1,650世帯となっており、うち約200世帯は就労の可能性が高い「その他世帯」となっている。全国的に会計検査院などから
の指摘もあり、この世帯の就労支援及び家計改善支援を強化する。具体的には先進市を参考に個々の世帯ごとに就労阻害要因をプロファイル
し、自立に向けた個別プランの作成と家計相談管理を含めマンツーマンで指導する体制を整備する。

関連する
事務事業名

ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業

施策を進め
る上での課

題

子どもの貧困対策事業

令和2年度
以降の取組

 今年度中に現状の実施方法や効果を分析するとともに他市の先駆的な取り組みを参考に次年度事業の充実を図る。また、東京都の補助金（地域
福祉推進区市町村補助事業10/10）を活用し、生活保護世帯の子供の塾費用助成を中1～中3から高3までに拡充し、生活保護世帯の子供の進学
率を高めるなど貧困の連鎖を断ち切る対策を推進する。

現在の取組
状況

民間企業・NPO
・市民の動向

　自治会など組織率の低下とともに活動も不活
発化してきている。

2.施策遂行に不利

市民ニーズ
の状況

　経済、雇用情勢や少子高齢化と家族形態の変
化等々を背景に、経済的自立のみならず、日常
生活の自立や社会生活の自立など支援が必要
とされる生活困窮者等は増加している状況にあ
り、今後のニーズは高まる傾向にある。

3.施策の必要性を高め
る

法・制度改正
の動向

　平成27年4月から施行された生活困窮者自立
支援法の中で任意事業のうち「就労準備」及び
「家計相談」の必須化が社会保障審議会で焦点
化されている。

他自治体
との比較

　市内に長期療養型病院が点在していることに加え、
他自治体と比較して住宅全体に占める公営集合住宅
の割合が高い。また駅前の好立地に生活保護住宅扶
助基準額内の老朽化した民間アパートが残存してお
り、生活保護基準が近隣の埼玉県自治体より高いこと
などから多摩26市中の生活保護率が常に上位にあ
る。

3.施策の必要性を高め
る

将来人口
の推移

　人口の減少傾向が続くものと見込まれる中、高
齢化率も高く推移し、特に後期高齢者、単身世
帯また低所得者層の高齢世帯が増加する。

3.施策の必要性を高め
る

　生活保護の手前でのセーフティーネットの必要性がより
一層高まっている。

施策を進め
る上での課

題

　生活保護受給者の増加などから就労可能な世帯（その他世帯）の自立支援と、生活困窮者自立相談支援事業の一体的な取り組みなどにより生
活保護世帯や困窮者世帯の生活の安定、自立に向けた支援を一層推進する必要がある。

７．施策を進める上での課題

　地域の高齢者など支え合いの仕組みづくりなどを推進
する必要があり、引き続き地域の理解やボランティアな
どの人材育成にも務める。

3.施策の必要性を高め
る

①

住居確保給付金給付事業 受験生チャレンジ支援貸付事業

令和2年度
以降の取組

関連する
事務事業名

生活困窮者自立支援事業

　生活保護世帯の子供達の生活環境により学習が困難、孤立しがち、引きこもり、中退者、ニートなど様々な問題があり早期支援による貧困の連
鎖の防止が課題となっている。

現在の取組
状況

　平成30年4月から中高年事業団やまて企業組合に委託し、きよせ生活相談支援センター「いっぽ」を整備して自立相談事業・就労支援・就労準備
支援・家計相談・住居確保給付金の5事業を実施している。実施に当たっては市の生活保護ケースワーカーを始めハローワーク、清瀬市社会福祉
協議会など関係団体と各課題に応じて連携し、自立に向けたサポートを図っている。

②

評価理由

　生活支援と就労支援の制度をセットで実施することで
相乗効果が高まると考えられるため、施策の必要性を高
める。

　生活困窮者や生活保護受給者の増加と高齢化の進展
による孤立化が見込まれるため。

　生活保護に至る前でのセーフティネットの構築による生
活困窮者の支援の必要性を高める。

外部要因 状況 外部要因に対する評価

６．施策を取り巻く環境
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施策評価シート  施策２１４

（

1

2

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

0203020201
被保険者後期高齢者支援金等分
納付金事業（退職被保険者）

1 保険年金課 0 2,244 75

0203030101 介護納付金分納付金事業 1 保険年金課 0 186,137 177,377

0203010201
被保険者医療給付費分納付金事
業（退職被保険者）

1 保険年金課 0 8,090 297

0203020101
被保険者後期高齢者支援金等分納付金
事業

1 保険年金課 0 495,485 489,214

結核・精神医療給付事業（退職被
保険者）

1 保険年金課 86 21 20

0203010101 被保険者医療給付費分納付金事業 1 保険年金課 0 1,772,041 1,704,042

保険年金課 9,319 9,483結核・精神医療給付事業

0202060201

葬祭費支給事業

0202040101 1 保険年金課 25,604 20,596

0202050101 1 保険年金課 4,750 5,500 6,000

0202040201

0202060101 1 11,207

出産育児一時金支給事業

5

1 保険年金課 12 9出産育児一時金支払事業 20

29,400

5

0202020202 1 保険年金課 62,432 0
高額介護合算療養費支給事業（退
職被保険者）

移送費支給事業

1

0202030101 1

0202030201 1 保険年金課 0

0202020201 1 保険年金課 9,702 9,216

保険年金課 46 35

0移送費支給事業（退職被保険者）

2,047

保険年金課 525 580高額介護合算療養費支給事業

高額療養支給事業（退職被保険
者）

8000202020102 1

0202020101 1 保険年金課 649,910 673,117 652,289

0202010601 1 保険年金課 6,401共同電算処理事業

高額療養費支給事業

保険年金課 10,710 12,608 13,387

0202010401 1 保険年金課 575 60療養費支給事業（退職被保険者）

審査・支払事業

19

0202010501 1

0202010301 1 保険年金課 72,488 71,800 71,721

保険年金課 57,062 31,244療養給付事業（退職被保険者）

療養費支給事業

10,3190202010201 1

0202010101 1 保険年金課 4,602,182 4,621,527 4,568,992

0201030101 1 保険年金課 559 523国保運営協議会事業

療養給付事業

保険年金課 1,581 2,125 2,130

0201020101 すべて 保険年金課 3,060 3,027税務賦課事業

税務徴収事業 対象0201020201 1

0201010201 1 保険年金課 721 691 1,073

保険年金課 37,342 23,904一般事務事業（国保） 対象

東京都国保団体連合会運営事業

すべて 保険年金課 156 139基礎年金等事務事業

国民健康保険事業特別会計繰出
金

0103010305 1 保険年金課 964,463 1,004,013

将来像 2 健幸でともに支え合うまち（「支え合い」の分野）

１．基本情報 30 年度）

施策コード 214 施策名 社会保険の安定的運営

評価対象年度

まちづくりの
基本目標

21 ともに支え合って生活するまち

保険年金課 主担当係 国保係

市民生活部長

関係課 徴収課 健康推進課

主担当部 市民生活部 主担当課

担当者 瀬谷　真 役職 内線 230

1 徴収課 1,333 1,563税務徴収事業（滞納繰越等）

No. 施策の方向性 担当課 平成29年度決算

２．施策の方向

平成31年度予算

162

43,874

3,600

963

施策の方向性
医療費の適正化や財政基盤の強化に取り組みます

市報やホームページなどを活用し、社会保険制度の周知に努めます

後期高齢者医療特別会計繰出金

0201010102

10年後の姿

すべて

1,047,557

社会保険制度への理解と協力が進み、医療保険や年金などの制度が健全に運営されることで、市民が安心して暮らしています。

３．構成事業の状況 （単位：千円）

事務事業名
実行
計画

1,460

1,196,7820103011001 1 保険年金課 1,173,680 1,175,881

0103010903

平成30年度決算

0201020202
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施策評価シート  施策２１４

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

単
位

単
位

0903010101 後期高齢者保健事業 対象 1 保険年金課 93,145 94,679 102,352

0104010226 健幸ポイント事業 対象 1 健康推進課 17,226 19,991 19,580

3,027

0902010101 広域連合分賦金 1 保険年金課 1,710,532 1,771,199 1,853,255

0901020101 保険料徴収事業 対象 1 保険年金課 2,208 2,334

0206010101 国保運営基金積立事業 すべて 保険年金課 19 6 10

0901010102 一般事務事業（後期） すべて 保険年金課 1,071 7,118 1,403

5,000

0205020102 特定健康診査・健康チャレンジ事業 対象 1 保険年金課 90,411 89,673 98,213

0205010301 健康診断事業 1 保険年金課 4,761 4,348

0205010101 保養施設利用推進事業 すべて 保険年金課 292 344 425

0205010202 医療費通知事業 対象 すべて 保険年金課 1,043 801 2,000

達成率

※順調「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が順調に推移している
　 維持「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗に一部課題がある
   停滞「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が遅れている

５．評価（平成30年度実績に対する）

評価基準 評価※ 評価理由

投入財源・成果
（「３．構成事業

の状況」「４．まち
づくり指標」）に対

する評価

名称 国民健康保険税現年度収納率 目標値 91.77 91.90 91.9 92.0

説明 69.3

総合評価
（成果、投入財源等を
総合的に評価）

停滞

　国民健康保険の財政を安定的に運営していくためには、原則として国民健康保険として支払われる必要な
経費（保険給付費や納付金など）すべてを、国民健康保険税や国庫支出金により賄うことにより、国民健康保
険特別会計の財政の収支を均衡にすることが重要である。しかしながら実際のところは、国民健康保険の支
出を保険税や国庫支出金等のみで賄うことができず、その足りない部分は一般会計から多額の補填をして
賄っているのが現状である。平成30年度においては、被保険者間の負担の公平性、一般会計からの赤字繰
入金、都道府県化への基盤づくりなど、これらの様々な課題を解決すべく、保険税率の賦課方式を4方式から
2方式へ変更し、税率と課税限度額を改定した一方で、多子世帯の急激な負担増への配慮として、世帯所得
300万円以下の世帯に、18歳未満の2子目以降の子供の均等割額を最大5割減免するという、当市独自の施
策を実施した。
　また、課税限度額に関しては、平成31年度より法定基準に引き上げる条例改正をし、財政健全化に取り組
んだ。
　しかし、高齢化や医療の高度化等による被保険者一人当たりの医療費は増加し続けていること等、保険財
政の健全な運営は非常に困難な状況である。

②

93.0

説明 ％ 実績値 91.97 91.65

抽出方法 達成率 100.2% 99.7%

％ 実績値

令和3年度

名称 ジェネリック医薬品使用率 目標値

指標情報

①

抽出方法

7,694,613 7,667,641

令和7年度

63.0 70.0 75.0 76.0 80.0

平成29年度

106.7%

平成30年度 平成31年度

74.7

110.0%

総事業費（施策の合計） 7,663,813

４．まちづくり指標
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施策評価シート  施策２１４

①
税務徴収事業 税務徴収事業（滞納繰越等）

令和2年度
以降の取組

①引き続き、低所得者対策の拡充を、国・東京都へ要望する
②多子世帯の子どもの均等割の市独自減免の実施を継続する。
③滞納整理の実施を継続する。

現在の取組
状況

①低所得者対策の拡充を、国・東京都へ要望している
②多子世帯の子どもの均等割の市独自減免の実施
②滞納整理の実施

施策を進める
上での課題

　一般会計からの赤字繰入金の適正化を図るため、平成30年度に国保税の税率等改定を実施したが、高齢化や医療の高度化等による被保険者
一人当たりの医療費は増加し続けていること等、保険財政の健全な運営は非常に困難な状況である。

関連する
事務事業名

税務賦課事業

７．施策を進める上での課題

3.施策の必要性を高める

民間企業・NPO
・市民の動向

　民間においても、ジェネリック医薬品差額通知を受
託実施しており、年間の実施回数が充実している。

3.施策の必要性を高める

※順調「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が順調に推移している
　 維持「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗に一部課題がある
   停滞「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が遅れている

６．施策を取り巻く環境

　施策名でもある「社会保険の安定的運営」は、安定した財政
基盤が必須であり、国保の特別会計が、一般会計からの多額
の赤字繰入をしている現状は、持続した安定的な制度運営と
は、到底言い難い。

1.施策遂行に役立つ・有利

外部要因 状況 外部要因に対する評価

法・制度改正
の動向

　平成30年度の制度改正により、国保の財政運営の
責任主体が都道府県となり、持続可能な制度運営の
財政基盤づくりとして、各市町村に「赤字削減・解消計
画」の策定を義務付け、「具体的な数値目標」を掲げる
こととなった。

他自治体
との比較

　平成30年度の国保の都道府県化にあたり、東京都
から示された国民健康保険事業費納付金と標準保険
料率が、26市の中で高い水準となっている。

2.施策遂行に不利

　ジェネリック医薬品の使用による医療費の適正化が図られ
る。

　保険給付割合が高い70歳以上の国保被保険者が増えるほ
ど、都内全体の納付金必要額が増加し、後期高齢者医療に
あっては、被保険者の増加により広域連合への清瀬市の負担
金総額が増加する。
　納付金や標準保険料率が高いということは、今後、清瀬市の
被保険者に保険税としての負担を求める必要があり、その間、
一般会計からの多額の赤字繰入金を余儀なくされ、制度運営
が不安定な状態であると言わざるを得ない。

将来人口
の推移

　高齢化の進展により、国保被保険者の平均年齢が
引き上がり、後期高齢者医療にあっては被保険者数
が増加する。

2.施策遂行に不利

評価理由

　一人当たり医療費を増加させる大きな要因となる。

市民ニーズ
の状況

　国がジェネリック医薬品の使用推進にあたり、イン
ターネットやテレビ等で周知を図っていることにより、
ジェネリック医薬品が浸透してきており、使用率が上
昇している。

1.施策遂行に役立つ・有利

　国の目標値のジェネリック医薬品使用率80％へ向けて、費用
対効果を含めた中で、今後の事業選択肢の一つとなる。

技術革新
の動向

　医療の高度化、新薬の開発は、日進月歩であり、が
ん治療薬やＣ型肝炎治療薬などの費用も増加し、保
険給付費に大きな負担を生じさせている。

2.施策遂行に不利
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施策評価シート 施策２２１

（

1

2

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

単
位

単
位

5,000

市民一人一人が「自分の健康は自分で守り、つくる」という意識を持っています。また、自ら進んで健康づくりに関心を持って実践し、生きがいをもっ
て、自分らしくいきいきと健やかに暮らしています。

事務事業名
実行
計画

425

13,342

94,777

総事業費（施策の合計） 580,704 503,277 532,703

４．まちづくり指標

― ―

達成率

98,213

3,655

34,393

3,702

237

4,977

３．構成事業の状況 （単位：千円）

0205010101 すべて 保険年金課 292 344

内線

生涯学習スポー
ツ課

平成31年度予算担当課 平成29年度決算

保養施設利用推進事業

No. 施策の方向性

541

まちづくりの
基本目標

22 健幸で笑顔あふれるまち

健康推進課 主担当係 健康推進係/成人保健係

施策の方向性
市民の主体的な健幸づくりを支援します

病気の早期発見の機会を提供し、早期治療につなげ、重症化を予防します

２．施策の方向

10年後の姿

主担当部 健康福祉部 主担当課

担当者 矢ヶ﨑　直美 役職 健康推進担当部長

関係課 保険年金課
地域包括ケア推
進課

将来像 2 健幸でともに支え合うまち（「支え合い」の分野）

１．基本情報 30 年度）

施策コード 221 施策名 健幸づくりの支援

評価対象年度

0104010104 すべて 健康推進課 7,153

0205010301 すべて 保険年金課 4,761

対象

保健衛生一般事務事業

健康診断事業 4,348

平成30年度決算

0104010206 2 健康推進課 2,724 2,398 2,395

0104010202 1 健康推進課 4,130 7,987健康増進室運営管理事業

がん検診推進事業 対象

13,717

0205020102 1 保険年金課 90,411 89,673特定健康診査・健康チャレンジ事業

0104010208 すべて 健康推進課 ― ― 210

0104010207 2 健康推進課 28,962 30,815がん検診事業 対象

骨髄移植ドナー支援事業

0104010222 2 健康推進課 25,497 24,926 27,519

0104010221 1 健康推進課 5,096 6,887健康増進事業 対象

市民健康診査事業 対象

0104010224 すべて 健康推進課 373 416 400

0104010223 すべて 健康推進課 147 192地域健康づくり推進事業

肝炎ウイルス検診事業

0104010226 1 健康推進課 17,226 19,991 19,580

0104010225 2 健康推進課 4,838 4,429成人歯科健診事業 対象

健幸ポイント事業 対象

0104010250 すべて 健康推進課 ― 67 69

0104010248 すべて 健康推進課 2,040 3,889
子育て世代の歯科口腔保健推進事
業

食育推進事業 対象

1,989

0104010302 2 健康推進課 154,797 151,753 169,398

0104010301 すべて 健康推進課 17,089 16,985結核健診事業

定期予防接種事業

19,106

0110050401 1 生涯学習スポーツ課 31,980 31,219 31,073

0104010304 すべて 健康推進課 100 45感染症対策事業

立科山荘運営管理事業

259

0110060105 1 生涯学習スポーツ課 42 139 58

0110060103 1 生涯学習スポーツ課 1,735 1,908スポーツ推進委員活動事業

学校体育施設等開放事業

1,926

0110060201 1 生涯学習スポーツ課 181,311 91,149清瀬内山運動公園等管理事業 対象

指標情報

① ％ 実績値

令和3年度

名称
自分の健康状態は比較的よいと感じると思う人の
割合

目標値

抽出方法 市政世論調査（平成29、令和2、5、8年度実施） 達成率

説明

令和7年度

― ― ― 71.3 72.8

平成29年度

②

名称 年に一回は健診（健康診査）を受けている人の割合 目標値

抽出方法 市政世論調査（平成29、令和2、5、8年度実施）

―

平成30年度 平成31年度

69.8 ―

―

―

83.4 ―

― ―

83.5 83.6

説明 ％ 実績値

13



施策評価シート 施策２２１

評価理由

　メディアの影響は大きいことから健康事業への関心が期待で
きるが、無関心層への働きかけが求められる。

　健康診査、がん検診等の各種検診の対象者の増加が見込ま
れ、健康寿命の延伸のためにも、事業を展開する観点から必要
性が高い。

　他自治体の取り組みについて、費用対効果や当市での実施
の可能性の有無等、今後も取り組みを検討する必要がある。

５．評価（平成30年度実績に対する）

評価基準 評価※ 評価理由

投入財源・成果
（「３．構成事業

の状況」「４．まち
づくり指標」）に対

する評価

総合評価
（成果、投入財源等を
総合的に評価）

維持

　構成事業の状況については、市民の健康づくりのために、健康診査やがん検診、各種健康教室、健康相
談、疾病予防のための予防接種等、様々な事業を展開した。また、がん検診の受診率を上げるために、無料
クーポンの配布、個別受診勧奨、実施期間の拡大、60歳以上の方へのがん検診自己負担金の無料化等を引
き続き行った。しかし、がん検診については受診率が低く目標を達成できていない状況にある。また、精度管
理も十分に行えていない。
　特定健康診査においては、医療費の適正化を進めるため、未受診者に対する受診勧奨を実施し、病気の早
期発見の機会を提供し、早期治療につなげることで重症化予防を推進した。
　特定健康診査受診率は、ほぼ横ばいであるが、近隣市の中では高い率である。また、受診機会の増加を図
るために休日健診及び健康センターでの集団健診を継続して実施した。

市民ニーズ
の状況

　TV等のメディアでも健康に関連した情報を扱う番組
が多く、また著名人が自分の健康状態をSNS等で発信
し、一般市民の健康意識が高まっている一方で、健康
に関する情報等に対して関心が低い市民も存在して
いる。

3.施策の必要性を高める

外部要因 状況 外部要因に対する評価

法・制度改正
の動向

　がん対策基本法に基づき、国はがん予防、がん医療
の充実、がんとの共生を柱とした第3期がん対策推進
計画を策定し、都では東京都がん対策推進計画を改
定し、科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充
実、患者本位のがん医療の実現、地域共生社会の構
築を目標としている。

他自治体
との比較

　がん検診で、特定健診と同時に実施している市や、
乳がんと子宮がんをセットで実施している市がある。ま
た、胃がん検診で、内視鏡検診を開始する市がある。

1.施策遂行に役立つ・有利

3.施策の必要性を高める

関連する
事務事業名

健康増進事業 健康増進室運営管理事業 スポーツ推進員活動事業

施策を進め
る上での課

題

　がん検診の受診率向上のための有効な施策を今後も検討していくことが必要である。また、国の指針改正に伴い、胃がん、乳がん検診におい
て、推奨される実施方法等が変更となっていることから、関係機関と調整しその実施方法を検討する必要がある。

民間企業・NPO
・市民の動向

　医師会、歯科医師会等の団体がある。また、検診を
専門に実施している企業もある。

1.施策遂行に役立つ・有利

※順調「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が順調に推移している
　 維持「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗に一部課題がある
   停滞「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が遅れている６．施策を取り巻く環境

　本市のがん検診受診率が目標数値に届かないため、目標値
達成に向けて役立つ。また市民要望により実施している前立腺
がん検診など国が示す科学的根拠に基づかないがん検診の今
後の方針等を見直す必要がある。

将来人口
の推移

　本市の高齢化率は、令和32年度まで上昇し続ける
推計が出されている。

3.施策の必要性を高める

　会にばかり頼るのではなく、民間企業の活用により、検診機
会の拡充を図るほか、新たな事業を展開できる可能性がある。

1.施策遂行に役立つ・有利

　国が定める特定年齢の方を対象に無料クーポン事業を実施したほか、その他の特定年齢の方に個別勧奨を実施したが受診率は大きく伸びてい
ない状況である。

②

７．施策を進める上での課題

その他
　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向
けて東京都を中心にスポーツを振興する動きがある。

1.施策遂行に役立つ・有利

成人歯科健診事業

関連する
事務事業名

がん検診事業
①

現在の取組
状況

　健康増進計画、データヘルス計画、特定健康診査等実施計画の改定に伴い計画に基づき事業を実施した。また、医師会と事業の実施方法等に
ついての協議を継続して行っている。

現在の取組
状況

　健康づくりに対する無関心層の掘り起こしのために、平成28年度から健幸ポイント事業を開始した。3カ年の実施計画で、初年度は500名を募って
開始。平成29年度は更に250名増やし、750名で実施した。平成30年度は更に250名を追加して、1,000名規模で実施した。平成31年度中にその効
果検証を行う。その他、生活習慣改善推進事業を若い世代の方に働きかけて実施した。今後も引き続き実施予定である。

　東京2020オリンピック･パラリンピック競技大会に向けてス
ポーツを通した健康づくりを推進するのに有利である。

③

施策を進め
る上での課

題

　生活習慣病予防の意識付けが必要な若い世代や、健康づくりに関心が薄い人への事業展開や情報発信が課題であり、健康づくり推進員やス
ポーツ推進員と協力して継続して働きかけていく必要がある。

健幸ポイント事業

令和2年度
以降の取組

　健幸ポイント事業の継続実施。
　健康づくり推進員やスポーツ推進員の健康づくり事業における役割の見直し。

令和2年度
以降の取組

　健診受診率、保健指導実施率向上のための取り組み。

がん検診推進事業 健康増進事業

令和2年度
以降の取組

　胃がん検診における内視鏡検査の導入を検討する。

関連する
事務事業名

健康増進事業、市民健康診査事業 肝炎ウィルス検診事業、結核健診事業

施策を進め
る上での課

題

　他自治体の取り組みによる結果等を参考にしながら、生活習慣病の重症化予防に対する取り組み等について、実施方法や体制整備等の検討を
進める必要がある。

特定健康診査・健康チャレンジ事業

現在の取組
状況
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施策評価シート 施策２２２

（

1

2

1

2

3

4

単
位

単
位

説明 ％

65.2 ―

108.7%

―

69.6 ―

― ―

実績値

達成率

70.0

※順調「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が順調に推移している
維持「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗に一部課題がある
停滞「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が遅れている

５．評価（平成30年度実績に対する）

評価基準 評価※ 評価理由

投入財源・成果
（「３．構成事業

の状況」「４．まち
づくり指標」）に対

する評価

総合評価
（成果、投入財源等を
総合的に評価）

維持

　休日診療、休日歯科応急診療、小児初期救急平日夜間診療等、地域の医師会、歯科医師会、二次保健医
療圏の市及び医師会とも協力して診療体制の充実を図った。
　平成29年度の市政世論調査の結果、かかりつけ医を持つ人の割合が65.2%と思いのほか高かった。今後
は、かかりつけ医、かかりつけ歯科医に加え、かかりつけ薬局を持つ人の割合も高めていく必要がある。

令和7年度

60.0 ― ― 67.0 70.0

平成29年度

②

名称
必要な時に適切な医療を受けられているので安
心だと思う人の割合

目標値

抽出方法 市政世論調査（平成29、令和2、5、8年度実施）

―

平成30年度 平成31年度指標情報

① ％ 実績値

令和3年度

名称 かかりつけ医を決めている人の割合 目標値

抽出方法 市政世論調査（平成29、令和2、5、8年度実施） 達成率

説明

将来像 2 健幸でともに支え合うまち（「支え合い」の分野）

１．基本情報 30 年度）

施策コード 222 施策名 医療体制の整備

評価対象年度

まちづくりの
基本目標

22 健幸で笑顔あふれるまち

健康推進課 主担当係 健康推進係

施策の方向性
かかりつけ医療機関の定着化を推進します

休日夜間の救急時の医療体制を確保します

２．施策の方向

10年後の姿

主担当部 健康福祉部 主担当課

担当者 矢ヶ﨑　直美 役職 健康推進担当部長

市民がそれぞれに普段から自分の健康状態を身近に相談できるかかりつけ医療機関を持っています。また、休日・夜間などにも適切な医療サービ
スを受けることができる環境が整備されています。

内線 541

平成31年度予算

3,153

90,054

69.8

関係課
地域包括ケア推
進課

３．構成事業の状況 （単位：千円）

0104010104 すべて 健康推進課 7,153 13,717保健衛生一般事務事業

昭和病院企業団運営事業

No. 施策の方向性 担当課

0104010205 2 健康推進課 3,209 3,148小児初期救急平日夜間診療事業 対象

0104010204 すべて 健康推進課 87,691 87,868

平成30年度決算事務事業名
実行
計画

13,342

総事業費（施策の合計） 98,053 148,549 106,549

４．まちづくり指標

― ―

平成29年度決算

0104010203 休日急病診療事業 対象 2 健康推進課 42,630 43,816 45,903
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施策評価シート 施策２２２

　健康大学や育児講座、救急講座、地域の健康教育、乳幼児健康診査等でかかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局を持つことの必要
性や、救急車を呼ぶ前の相談ができる#7119の普及啓発に取り組んでいる。

令和2年度
以降の取組

　引き続き、かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局を持つことの必要性を普及啓発していく。

令和2年度
以降の取組

　医師会や歯科医師会等関係機関と協力しながら、医療・介護連携を進める。

関連する
事務事業名

小児初期救急平日夜間診療事業

施策を進め
る上での課

題

休日急病診療事業

　「医療の役割分担」として、かかりつけ医の役割分担を強化し、複数の診療所と連携して24時間対応できる体制を整え、長期間の入院よりも自宅
や施設で受ける医療を一層進め、介護と連携して在宅医療や施設での見取りを進めている。普段の患者の健康管理や服薬状況など日常生活全
般を見守り、必要時専門的な医療機関に繋げるかかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局を持つことを推進していくことに重点が置かれ
ている。

現在の取組
状況

※順調「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が順調に推移している
　 維持「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗に一部課題がある
   停滞「10年後の達成に向け」、「構成事業の状況」や「まちづくり指標」の進捗が遅れている

６．施策を取り巻く環境

　増加する医療需要への対応、質の高い医療提供体制の確保
とともに、地域包括ケアシステムの推進と、病床の機能分化・連
携を含む医療機能の分化・連携やかかりつけ医機能の充実等
の必要性を高める。

　医科・歯科について、かかりつけを持つこととともに、薬局につ
いても残薬の相談等ができ、健康状況を把握してもらえるよう、
かかりつけを持つことの必要性を普及啓発して理解を促してい
くことが求められる。

　医療需要の増加が予想されるため。

　高齢者に対応した医療機関は清瀬市に多いが、子育て世代
に対応した医療機関が少ないため、子育て世代から不満があ
る。

評価理由

3.施策の必要性を高める

　各会と連携を図ることで効果が高まり、施策遂行に有利であ
る。

1.施策遂行に役立つ・有利

外部要因 状況 外部要因に対する評価

法・制度改正
の動向

　東京都では医療需要の増加に対応し、患者の症状
や状態に応じた効率的で質の高い医療提供体制を確
保し続けるため、地域医療構想を策定した。また、診
療報酬が改定された。

他自治体
との比較

　他自治体に比べて、小児科及び産婦人科を標榜す
る医療機関が少ない。

2.施策遂行に不利

将来人口
の推移

　令和7年（2025年）には、団塊の世代が75歳以上とな
る。

3.施策の必要性を高める

民間企業・NPO
・市民の動向

市民ニーズ
の状況

　当市では医療機関が多くあり、かかりつけ医・歯科
医を持つ人の割合も6割以上である。薬局についても
かかりつけを持つことで、薬全般の相談ができる。

3.施策の必要性を高める

　清瀬市の医師会、歯科医師会、薬剤師会がある。
1.施策遂行に役立つ・有利

　平成27年度より医療・介護連携推進協議会が立ち上がり、平成29年度及び平成30年度も本会の下部組織として研修、情報連携、普及啓発の3
部会を設置して検討し、地域リーダー研修会も開催した。

②

施策を進め
る上での課

題

　医療と介護の連携を進め、医療機関への入院から退院後の療養生活が安心して送れるように引き続き、体制を整えていく必要がある。本事業
は、医師会への委託事業となる。

７．施策を進める上での課題

関連する
事務事業名

医療・介護連携推進協議会事業

その他
　小児科の救急診療について、二次保健医療圏で輪
番制で、準夜間の診療を実施している。

1.施策遂行に役立つ・有利
　広域での取り組みは費用対効果を生むことから施策の遂行に
役立つ。

①

現在の取組
状況

16




